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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載 

しておりません。 

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

  

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次

第84期
第３四半期 

連結 
累計期間

第85期
第３四半期 

連結 
累計期間

第84期
第３四半期 

連結 
会計期間

第85期 
第３四半期 

連結 
会計期間

第84期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自 平成22年
    ４月１日 
至  平成22年 
    12月31日

自 平成21年
    10月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自 平成22年 
    10月１日 
至  平成22年 
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日 
至  平成22年 
    ３月31日

売上高 (百万円)
 

18,285 
  

17,576 7,007 6,696 23,584 

経常利益 (百万円) 1,652 1,325 877 581 1,948 

四半期(当期)純利益 (百万円) 851 1,242 412 552 470 

純資産額 (百万円) ― ― 43,809 43,446 44,277 

総資産額 (百万円) ― ― 53,353 53,031 53,220 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 237.68 239.72 240.23 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 4.63 6.79 2.24 3.04 2.56 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 81.9 81.7 83.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,914 1,657 ― ― 3,154 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △252 △1,129 ― ― △297

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △551 △857 ― ― △554

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) ― ― 8,757 9,284 9,951 

従業員数 (名) ― ― 1,607 1,644 1,617 
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

  

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1) 連結会社の状況 

平成22年12月31日現在 

 
(注)  従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を（  ）外数で記載

しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成22年12月31日現在 

 
(注)  従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は、当第３四半期会計期間の平均人員を（  ）外数で記載して

おります。 

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 1,644
(2,214)

従業員数(名) 219
(488)
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２  金額は、製造原価によっております。 

  

(2) 受注実績 

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は見込み生産を行っている為、該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２  当第３四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次

のとおりであります。 

 
３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

当第３四半期連結会計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  
  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

繊維事業     2,908 ― 

合計 2,908 ― 

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

繊維事業 6,356 ― 

不動産事業 211 ― 

その他 128 ― 

合計 6,696 ― 

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

㈱しまむら  799 11.4 861 12.9

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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(1) 経営成績の分析 

  当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一部で景気回復の兆しが見られましたが、円高進

行などにより企業収益への影響が懸念され、引き続き厳しい雇用情勢、所得環境などから、景気の先行

きは不透明なまま推移しております。繊維業界においても、消費の節約志向や低価格志向などが影響

し、依然として厳しい環境にあります。 

  このような状況において、当社グループは、原料加工から最終製品までを一貫生産し販売する専業メ

ーカーとしての特性を活かし、価格を上回る価値ある商品の企画開発と、グループ全社を挙げて効率性

アップに取り組み、収益改善に努めておりますが、個人消費の低迷の影響を受け、厳しい経営環境が続

いております。 

  この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は6,696百万円（前年同四半期比4.4％減）、営業利益

は637百万円（前年同四半期比23.2％減）、経常利益は581百万円（前年同四半期比33.7 ％減）、四半

期純利益は552百万円（前年同四半期比34.0％増）となりました。 

  
セグメントの業績を示すと、次の通りであります。 

[繊維事業] 

靴下部門は、引き続きレギンス、トレンカやセパレート商品などがシーズンを通し好調に推移し

ましたが、依然としてプレーンストッキングなどのベーシック商品は低迷し、秋冬商品も厳しく、

落ち込みをカバーしきれず、同部門の売上高は5,624百万円（前年同四半期比5.3 ％減）となりまし

た。 

  インナーウエア部門は、主力商品のブラジャー及び、ジュニア向け商品は、堅調に推移しました

が、防寒商品が低迷し、売上高は731百万円（前年同四半期比5.3％減）となりました。 

  これらの結果、繊維セグメント全体では売上高6,356百万円（前年同四半期比5.3％減）、営業利

益は527百万円（前年同四半期比25.4％減）となりました。 

  なお、繊維事業についてはセグメント区分に変更はなく、前年同四半期増減率を参考として記載

しております。 
  

[不動産事業] 

不動産事業については、依然厳しい状況は継続しており、不動産セグメント全体では売上高 211

百万円、営業利益は103百万円となりました。 
  

[その他の事業] 

その他の事業については、介護用品が引き続き堅調に推移し、セグメント全体では売上高 128百

万円、営業利益は6百万円となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末における総資産は53,031百万円となり、前連結会計年度末に比べ188百

万円減少いたしました。主な増減内容は、現預金の減少629百万円、売上債権の増加536百万円、たな卸

資産の増加174百万円、投資有価証券の減少326百万円等によるものであります。 

  負債の部は、9,585百万円となり、前連結会計年度末に比べ642百万円増加いたしましたが、仕入債務

の増加439百万円、時価評価による通貨オプションの増加515百万円等によるものであります。 

  純資産の部は、43,446百万円となり、前連結会計年度末に比べ830百万円減少いたしました。四半期

純利益を1,242百万円計上しましたが、前期決算に係る配当金551百万円等により、利益剰余金が690百

万円増加となりましたが、市場買付による自己株式の取得等313百万円により、株主資本合計は377百万

円増加となりました。また、評価・換算差額等は1,200百万円減少しましたが、その他有価証券評価差

額金、繰延ヘッジ損益及び為替換算調整勘定の減少によるものであります。 

  この結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は、81.7％(前連結会計年度末は83.0%)とな

りました。 

  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3) キャッシュ・フローの状況 

[営業活動によるキャッシュ・フロー] 

  営業活動によるキャッシュ・フローは,1,070百万円の収入となり、前年同四半期の収入1,395百万

円に比べ325百万円の収入額の減少となりました。 

  主な要因は、前年同四半期に比べ、たな卸資産の増加334百万円によるものであります。 

[投資活動によるキャッシュ・フロー] 

投資活動によるキャッシュ・フローは298百万円の支出となり、前年同四半期の支出149百万円に

比べ149百万円の支出の増加となりました。 

  主な要因は、有形固定資産の取得による支出の増加123百万円等によるものであります。 
  

[財務活動によるキャッシュ・フロー] 

財務活動によるキャッシュ・フローは313百万円の支出となり、前年同四半期の支出2百万円に比

べ310百万円の支出の増加となりました。 

  主な要因は、自己株式市場買付の支払による支出の増加308百万円によるものであります。 
  

この結果、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、第２四半期連結会計

期間末に比べ399百万円増加し9,284百万円となりました。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた問題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は120百万円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更はありません。 

  また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

 大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握して 

  おりません。  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 391,039,000 

計 391,039,000 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年２月４日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 208,195,689 208,195,689 

東京証券取引所
(市場第一部)

大阪証券取引所
(市場第一部)

単元株式数 
  

1,000株

計 208,195,689 208,195,689 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年10月１日～ 
平成22年12月31日 

― 208,195,689 ― 31,706 ― 7,927 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、

記載することができませんので、直前の基準日である平成22年９月30日の株主名簿により記載しており

ます。 

① 【発行済株式】 

平成22年９月30日現在 

 
(注) １  「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式311株が含まれております。 

２  「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株含まれております。 

３  提出会社は、当第３四半期会計期間中に3,000,000株の自己株式の市場買付を行っております。 

  

② 【自己株式等】 

平成22年９月30日現在 

 
(注) １  当第３四半期会計期間末の自己株式数は27,398,529株であります。 

２  提出会社は、当第３四半期会計期間中に3,000,000株の自己株式の市場買付を行っております。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 
  

 
(注)  上記最高・最低株価は、東京証券取引所の市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式 

24,373,000 
― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

179,878,000 
179,878 ―

単元未満株式 
普通株式 

3,944,689 
― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 208,195,689 ― ―

総株主の議決権 ― 179,878 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

アツギ株式会社 
神奈川県海老名市
大谷北１丁目９番１号 24,373,000 ― 24,373,000 11.70 

計 ― 24,373,000 ― 24,373,000 11.70 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

 
１０月

 
１１月

 
１２月

最高(円) 126 123 113 112 107 102 103 106 110 

最低(円) 118 108 106 105 99 99 95 101 104 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31

日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,321 9,951

受取手形及び売掛金 4,096 3,559

商品及び製品 3,498 3,164

仕掛品 1,663 1,849

原材料及び貯蔵品 466 440

繰延税金資産 272 273

その他 268 210

貸倒引当金 △22 △13

流動資産合計 19,565 19,434

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※  5,921 ※  6,125

機械装置及び運搬具（純額） ※  2,866 ※  3,292

工具、器具及び備品（純額） ※  105 ※  114

土地 16,758 16,758

建設仮勘定 953 291

有形固定資産合計 26,605 26,583

無形固定資産 490 476

投資その他の資産   

投資有価証券 5,733 6,060

その他 641 670

貸倒引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 6,370 6,726

固定資産合計 33,466 33,785

資産合計 53,031 53,220
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,510 2,070

未払法人税等 63 82

賞与引当金 40 151

その他 2,570 2,102

流動負債合計 5,184 4,406

固定負債   

繰延税金負債 － 78

再評価に係る繰延税金負債 2,460 2,460

退職給付引当金 1,324 1,347

その他 615 649

固定負債合計 4,401 4,536

負債合計 9,585 8,942

純資産の部   

株主資本   

資本金 31,706 31,706

資本剰余金 11,389 11,389

利益剰余金 6,648 5,957

自己株式 △2,723 △2,409

株主資本合計 47,020 46,642

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △150 112

繰延ヘッジ損益 △1,402 △886

土地再評価差額金 △1,483 △1,483

為替換算調整勘定 △643 △220

評価・換算差額等合計 △3,678 △2,478

少数株主持分 105 112

純資産合計 43,446 44,277

負債純資産合計 53,031 53,220
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 18,285 17,576

売上原価 11,252 10,776

売上総利益 7,032 6,799

販売費及び一般管理費 ※  5,248 ※  5,237

営業利益 1,784 1,562

営業外収益   

受取利息及び配当金 118 130

持分法による投資利益 18 27

その他 66 61

営業外収益合計 203 219

営業外費用   

租税公課 23 27

為替差損 272 392

その他 40 36

営業外費用合計 335 456

経常利益 1,652 1,325

特別利益   

投資有価証券売却益 13 3

特別利益合計 13 3

特別損失   

固定資産除却損 5 17

固定資産売却損 － 0

投資有価証券評価損 555 13

投資有価証券売却損 － 3

事業再編損 196 －

特別損失合計 757 35

税金等調整前四半期純利益 908 1,294

法人税、住民税及び事業税 53 47

法人税等調整額 △3 0

法人税等合計 50 48

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,245

少数株主利益 5 3

四半期純利益 851 1,242

― 13 ―



【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 7,007 6,696

売上原価 4,442 4,304

売上総利益 2,564 2,391

販売費及び一般管理費 ※  1,734 ※  1,753

営業利益 830 637

営業外収益   

受取利息及び配当金 42 45

持分法による投資利益 9 16

その他 19 19

営業外収益合計 70 81

営業外費用   

租税公課 8 9

為替差損 0 115

その他 14 13

営業外費用合計 23 137

経常利益 877 581

特別利益   

投資有価証券売却益 3 0

特別利益合計 3 0

特別損失   

固定資産除却損 2 0

投資有価証券評価損 440 0

投資有価証券売却損 － 1

特別損失合計 443 2

税金等調整前四半期純利益 437 579

法人税、住民税及び事業税 14 21

法人税等調整額 6 3

法人税等合計 21 25

少数株主損益調整前四半期純利益 － 554

少数株主利益 3 2

四半期純利益 412 552
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 908 1,294

減価償却費 896 806

のれん償却額 35 34

事業再編損失 177 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △134 △21

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 8

賞与引当金の増減額（△は減少） △135 △110

受取利息及び受取配当金 △118 △130

持分法による投資損益（△は益） △18 △27

投資有価証券売却損益（△は益） △13 △0

投資有価証券評価損益（△は益） 555 13

有形固定資産売却損益（△は益） － 0

有形固定資産除却損 5 17

売上債権の増減額（△は増加） △788 △546

たな卸資産の増減額（△は増加） 372 △234

仕入債務の増減額（△は減少） △29 478

未払消費税等の増減額（△は減少） 63 △4

その他 38 △16

小計 1,814 1,562

利息及び配当金の受取額 123 132

法人税等の支払額 △61 △38

法人税等の還付額 37 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,914 1,657

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △37

定期預金の払戻による収入 100 －

有形固定資産の取得による支出 △302 △984

有形固定資産の売却による収入 － 0

無形固定資産の取得による支出 △5 △79

投資有価証券の取得による支出 △575 △182

投資有価証券の売却による収入 530 153

投資活動によるキャッシュ・フロー △252 △1,129

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △544 △543

自己株式の増減額（△は増加） △7 △313

財務活動によるキャッシュ・フロー △551 △857

現金及び現金同等物に係る換算差額 △45 △336

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,064 △666

現金及び現金同等物の期首残高 7,693 9,951

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  8,757 ※  9,284
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【継続企業の前提に関する事項】 

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 
  

 
  

  

【表示方法の変更】 
  

 
  

 
  

  

【簡便な会計処理】 
  

(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

会計処理基準に関する事項の変更 

(1) 「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日)を

適用しております。これによる営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益に与える影響はありま

せん。 

(2) 「持分法に関する会計基準」および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号  平成20年３月10日公表

分)および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号  平成20年３月10

日)を適用しております。これによる影響はありません。 

 

 

(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

(四半期連結損益計算書関係) 

 「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴い、当第３四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 
 

(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

(四半期連結損益計算書関係) 

 「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴い、当第３四半期連結会計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 
 

(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。 
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 
  

  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 
  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第３四半期連結累計期間 
  

 
  

第３四半期連結会計期間 
  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※ 有形固定資産の減価償却累計額       19,107百万円 

 
※ 有形固定資産の減価償却累計額       18,775百万円 

 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

 

給与手当等 1,776百万円

賞与引当金繰入額 27 〃

退職給付費用 66 〃

広告宣伝費 470 〃

支払運賃 664 〃

研究開発費 414 〃

 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

 

給与手当等 1,725百万円

賞与引当金繰入額 25 〃

退職給付費用 64 〃

広告宣伝費 555 〃

支払運賃 671 〃

研究開発費 386 〃

 

(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

 

給与手当等 570百万円

賞与引当金繰入額 27 〃

退職給付費用 23 〃

広告宣伝費 141 〃

支払運賃 240 〃

研究開発費 130 〃

 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

 

給与手当等 564百万円

賞与引当金繰入額 25 〃

退職給付費用 22 〃

広告宣伝費 183 〃

支払運賃 247 〃

研究開発費 120 〃

 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

※ 現金及び現金同等物の第３四半期末残高と第３四半

期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係(平成21年12月31日現在) 

 

現金及び預金勘定 8,757百万円

現金及び現金同等物 8,757百万円

 

※ 現金及び現金同等物の第３四半期末残高と第３四半

期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係(平成22年12月31日現在) 

 

現金及び預金勘定 9,321百万円

預入期間が3ヶ月を超える 
△37 〃

定期預金 

現金及び現金同等物 9,284百万円
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(株主資本等関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１

日  至  平成22年12月31日) 
  

１  発行済株式に関する事項 
  

 
  
  

２  自己株式に関する事項 
  

 
  
  

３  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 
  

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当第３四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、

配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 208,195,689 

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 27,398,529 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 551 ３ 平成22年３月31日平成22年６月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日) 

 
(注) １  事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２  事業の内容 

(1)  繊維事業……靴下及びインナーウエア等の製造及び販売 

(2)  非繊維事業…不動産の賃貸及び売買、介護用品の製造及び販売 

  

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

 
(注) １  事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２  事業の内容 

(1)  繊維事業……靴下及びインナーウエア等の製造及び販売 

(2)  非繊維事業…不動産の賃貸及び売買、介護用品の製造及び販売 

  

  

 
繊維事業 
(百万円)

非繊維事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高   

(1) 外部顧客に対する 
売上高 6,713 293 7,007 ― 7,007 

(2) セグメント間の 
内部売上高又は振替高 0 ― 0 (0) ―

計 6,713 293 7,007 (0) 7,007 

営業利益 706 123 830 (0) 830 

 
繊維事業 
(百万円)

非繊維事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高   

(1) 外部顧客に対する 
売上高 17,402 883 18,285 ― 18,285 

(2) セグメント間の 
内部売上高又は振替高 

１ ― １ (1) ―

計 17,403 883 18,286 (1) 18,285 

営業利益 1,437 347 1,784 (0) 1,784 
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【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日) 

 
 

  

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年4月１日  至  平成21年12月31日) 

 
  

【海外売上高】 

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月1日  至  平成21年12月31日 及び前第３四半期連結累計

期間(自  平成21年４月1日  至  平成21年12月31日) 
  

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

【セグメント情報】 

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号

 平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第20号  平成20年３月21日)を適用しています。 

 

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能

であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。 

  当社グループは、婦人靴下の製造販売を主要な事業として展開しており、「繊維事業」「不動産事

業」を報告セグメントとしております。 

  「繊維事業」は、主に婦人靴下、インナーウエアの製造及び販売を行っております。「不動産事

業」は、分譲土地の購入及び販売、土地及び建物の賃貸事業を行っております。 

 
日本 

(百万円)
中国

(百万円)
計

(百万円)
消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高   

(1) 外部顧客に対する 
売上高 6,861 145 7,007 ― 7,007 

(2) セグメント間の 
内部売上高又は振替高 66 937 1,003 (1,003) ―

計 6,927 1,082 8,010 (1,003) 7,007 

営業利益 816 50 866 (36) 830 

 
日本 

(百万円)
中国

(百万円)
計

(百万円)
消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高   

(1) 外部顧客に対する 
売上高 17,869 416 18,285 ― 18,285 

(2) セグメント間の 
内部売上高又は振替高 258 2,881 3,139 (3,139) ―

計 18,127 3,297 21,425 (3,139) 18,285 

営業利益 1,888 200 2,089 (305) 1,784 
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２  報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

 
(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護用品の製造、仕入及び販売で

あります。 

２  セグメント利益の調整額はセグメント間取引消去であります。 

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日) 

 
(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護用品の製造、仕入及び販売で

あります。 

２  セグメント利益の調整額はセグメント間取引消去であります。 

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

  

   (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額繊維 

事業
不動産
事業

計

売上高     

(1) 外部顧客への売上高 16,644 589 17,234 342 17,576 ― 17,576 

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

１ ― １ ― １ (1) ―

計 16,646 589 17,235 342 17,577 (1) 17,576 

セグメント利益 1,233 317 1,550 11 1,562 (0) 1,562 

   (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額繊維 

事業
不動産
事業

計

売上高     

(1) 外部顧客への売上高 6,356 211 6,567 128 6,696 ― 6,696 

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

１ ― １ ― １ (1) ―

計 6,357 211 6,568 128 6,697 (1) 6,696 

セグメント利益 527 103 631 6 637 (0) 637 
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(有価証券関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日) 

その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が

認められます。 

その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注)  当四半期連結累計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて10百万円の減損処理を行って

おります。 

  

  

 

区分 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円) 
差額(百万円)

  株式 5,744 5,592 △152

  その他 19 21 １

計 5,764 5,613 △150
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(１株当たり情報) 
  

１．１株当たり純資産額 

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

第３四半期連結累計期間 
  

   

(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 
  

 
  

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

 

 

1株当たり純資産額 239.72円
 

 

1株当たり純資産額 240.23円
 

項目
当第３四半期
連結会計期間末 

(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計金額 (百万円) 43,446 44,277 

普通株式に係る純資産額 (百万円) 43,341 44,164 

差額の主な内訳 (百万円) 
  少数株主持分 105 112 

普通株式の発行済株式数 (千株) 208,195 208,195 

普通株式の自己株式数 (千株) 27,398 24,348 

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数 (千株) 180,797 183,846 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 4.63円

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

―
 

１株当たり四半期純利益金額 6.79円

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

―

項目
(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期
連結累計期間

(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期
連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 (百万円) 851 1,242 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 851 1,242 

普通株式の期中平均株式数 (千株) 183,881 183,052 
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第３四半期連結会計期間 
  

   

(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 
  

 
  

  

  
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益金額 2.24円

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

―
 

１株当たり四半期純利益金額 3.04円

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

―

項目
(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期
連結会計期間

(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期
連結会計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 (百万円) 412 552 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 412 552 

普通株式の期中平均株式数 (千株) 183,865 181,498 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成22年２月５日

アツギ株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているア

ツギ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アツギ株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

                    新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    佐  藤  明  典    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    吉  田  英  志    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成23年２月４日

アツギ株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているア

ツギ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アツギ株式会社及び連結子会社の平成22年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

                     新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    佐  藤  明  典    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    吉  田  英  志    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年２月４日 

【会社名】 アツギ株式会社    

【英訳名】 ATSUGI CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    藤  本  義  治 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 神奈川県海老名市大谷北１丁目９番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜１丁目８番16号) 



当社代表取締役社長藤本義治は、当社の第85期第３四半期(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月

31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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